
 

令和８年６月１１日 

 

町　議　会　議　案 
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（定　例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鹿　　追　　町



議 案　　
番 号

件                                  名
議  決　　
内  容

報告1 令和７年度鹿追町一般会計繰越明許費の報告について

報告2 令和７年度鹿追町簡易水道事業会計繰越明許費の報告について

報告3 令和７年度鹿追町下水道事業会計繰越明許費の報告について

承認3 専決処分の承認を求めることについて

29 鹿追町町税条例の一部を改正する条例の制定について

30 鹿追町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について

31
鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を
改正する条例の制定について

32
鹿追町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例
の一部を改正する条例の制定について

33 鹿追町立認定こども園条例の一部を改正する条例の制定について

34
鹿追町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基
準を定める条例の一部を改正する条例の制定について

35 令和８年度鹿追町一般会計補正予算（第１号）について

36 令和８年度鹿追町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

37
令和８年度鹿追町国民健康保険病院事業会計補正予算（第１号）につ
いて

38 令和８年度鹿追町簡易水道事業会計補正予算（第１号）について

39 令和８年度鹿追町下水道事業会計補正予算（第１号）について

40 令和８年度鹿追町介護保険特別会計補正予算（第１号）について

41 瓜幕エリア自然体験留学センター新築建築主体工事請負契約について

42 瓜幕エリア自然体験留学センター新築電気設備工事請負契約について

43 瓜幕エリア自然体験留学センター新築機械設備工事請負契約について

            　　　議   案   目   次
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44
鹿追中学校バリアフリー化改修工事（建築主体工事）請負契約につい
て

45 財産の取得について

46 財産の取得について

同意1 鹿追町農業委員会委員の任命について

同意2 鹿追町固定資産評価審査委員会委員の選任について
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報
告
第
 
１
 
号

　
　
　
令
和
７
年
度
鹿
追
町
一
般
会
計
繰
越
明
許
費
の
報
告
に
つ
い
て

　
地
方
自
治
法
施
行
令
第
１
４
６
条
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
令
和
７
年
度
鹿
追
町
一
般
会
計
繰
越
明
許
費
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
報
告
す
る
。

　
　
令
和
８
年
６
月
１
１
日
提
出

鹿
追
町
長
　
喜
　
井
　
知
　
己
　
　
　

令
和

７
年

度
鹿

追
町

一
般

会
計

繰
越

明
許

費
繰

越
計

算
書

単
位
：
円

左
　

　
の

　
　

財
　

　
源

　
　

内
　

　
訳

事
業

名
金

　
　

　
額

既
 
収

 
入

未
 
収

 
入

 
特

 
定

 
財

 
源

特
定

財
源

国
・
道

支
出

金
地

　
方

　
債

そ
　

の
　

他

款
項

翌
 
年

 
度

繰
 
越

 
額

一
般

財
源

2
総

務
費

1
総

務
管

理
費

定
住

促
進

住
宅

建
設

奨
励

事
業

5
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

2
1

総
務

管
理

費
物

価
高

騰
対

応
商

品
券

発
行

事
業

5
1
,2

1
8
,0

0
0

5
1
,2

1
8
,0

0
0

4
8
,4

0
0
,0

0
0

2
,8

1
8
,0

0
0

2
1

総
務

管
理

費
物

価
高

対
応
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育

て
応

援
手

当
支

給
事

業
1
,0

3
4
,0

0
0

4
6
9
,0

0
0

4
6
9
,0

0
0

0

2
1

総
務

管
理

費
水

道
基

本
料

金
負

担
軽

減
対

策
事

業
1
0
,7

1
9
,0

0
0

1
0
,7

1
9
,0

0
0

1
0
,0

4
7
,0

0
0

6
7
2
,0

0
0

5
農

林
費

1
農

業
費

地
域

農
業

構
造

転
換

支
援

事
業

3
4
,4

9
9
,0

0
0

0
0

道
営

土
地

改
良

事
業

2
4
,1

0
2
,0

0
0

2
4
,1

0
2
,0

0
0

1
0
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2
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0
0

1
0
,6

3
3
,0

0
0

3
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4
9
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0
0

6
商

工
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1
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工
費

鹿
追

町
企

業
活

性
化

推
進

助
成

事
業
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3
6
,0

0
0

8
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0
0
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6
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0
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1
3
0
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0
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5
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0
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9
,3
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6
,0

0
0

1
8
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6
9
,0

0
0
 

7
,0

3
9
,0

0
0
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報
告
第
 
２
 
号

　
　
　
令
和
７
年
度
鹿
追
町
簡
易
水
道
事
業
会
計
繰
越
明
許
費
の
報
告
に
つ
い
て

　
地
方
公
営
企
業
法
第
２
６
条
第
３
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
令
和
７
年
度
鹿
追
町
簡
易
水
道
事
業
会
計
繰
越
明
許
費
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
報
告
す
る
。

　
　
令
和
８
年
６
月
１
１
日
提
出

鹿
追
町
長
　
喜
　
井
　
知
　
己
　
　
　

令
和

７
年

度
鹿

追
町

簡
易

水
道

事
業

会
計

繰
越

明
許

費
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越
計

算
書
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円

款
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事
業
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予
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発
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越
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用
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年
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越
額
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を
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す

る
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な
卸

資
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の
購

入
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額
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金
企

業
債

そ
の

他

1
資

本
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支
出

1
建

設
改

良
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水
道
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備
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業
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0
0
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1
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4
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,0

0
0
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,0

0
0
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0
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,0
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0

2
7
0
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0
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0
予
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よ
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た
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。
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計

1
4
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0
0
1,

1
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1
4
1,

0
4
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1
95
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5
5
,0

0
0

3
,1

8
5
,0

0
0

4
,5

0
0
,0

0
0

2
7
0
,0

0
0

0
 

0
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報
告
第
 
３
 
号

　
　
　
令
和
７
年
度
鹿
追
町
下
水
道
事
業
会
計
繰
越
明
許
費
の
報
告
に
つ
い
て

　
地
方
公
営
企
業
法
第
２
６
条
第
３
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
令
和
７
年
度
鹿
追
町
下
水
道
事
業
会
計
繰
越
明
許
費
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
報
告
す
る
。

　
　
令
和
８
年
６
月
１
１
日
提
出

鹿
追
町
長
　
喜
　
井
　
知
　
己
　
　
　

令
和

７
年

度
鹿

追
町

下
水

道
事

業
会

計
繰

越
明

許
費

繰
越

計
算

書
単
位
：
円

款
項

事
業

名
予

　
算

計
上

額
支

払
義

務
発

 
生

 
額

翌
 
年

 
度

繰
 
越

 
額

左
の

財
源

内
訳

不
用

額

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
た

な
卸

資
産

の
購

入
限

度
額

説
　

明

補
助

金
企

業
債

そ
の

他

1
資

本
的

支
出

1
建

設
改

良
費

農
業

集
落

排
水

処
理

施
設

更
新

事
業

1
4
9,

3
6
7,

6
04

2
4
,6

7
7
,6

0
4

1
2
4,

6
9
0,

0
00

6
2
,3

4
5
,0

0
0

6
2
,0

0
0
,0

0
0

3
4
5
,0

0
0

0
0

半
導

体
や

樹
脂

等
の

需
要

が
世

界
的

に
逼

迫
し

て
い

る
こ

と
や

電
気

電
子

部
品

関
連

の
部

材
の

入
手

難
と

な
っ

て
い

る
こ

と
に

よ
り

、
機

器
の

製
作

に
不

測
の

日
数

を
要

す
る

た
め

。

合
計

1
4
9,

3
6
7,

6
04

2
4
,6

7
7
,6

0
4

1
2
4,

6
9
0,

0
00

6
2
,3

4
5
,0

0
0

6
2
,0

0
0
,0

0
0

3
4
5
,0

0
0

0
 

0
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承認第 ３ 号 
 
　　　専決処分の承認を求めることについて 
 
　地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専決処分したので、同条第３項

の規定によりこれを報告し、承認を求める。 
 
　　令和８年６月１１日提出 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿追町長　喜　井　知　己 
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専　決　処　分　書 
 

鹿追町町税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９条第１項の規定

により、次のとおり専決処分する。 
 
令和８年３月３１日 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿追町長　喜　井　知　己　　 

 

 

鹿追町町税条例の一部を改正する条例 

 

鹿追町町税条例（昭和２９年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 

第１８条の３中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第１９条中「、第８１条の６第１項」を削り、同条第２号及び第３号中「第８１条

の６第１項の申告書、」を削る。 

第３３条第３項中「以下この項及び次項並びに」を「次項及び」に改め、「「特定配

当等」という。）」の次に「（同号ロに掲げるものを除く。以下この項において同じ。）」

を加える。 

第８０条第１項を次のように改める。 

軽自動車税は、軽自動車等に対し、その所有者に課する。 

第８０条第２項を削り、同条第３項中「種別割」を「軽自動車税」に、「、第１項」

を「、前項」に、「その使用者に」を「当該軽自動車等の使用者に軽自動車税を」に

改め、同項ただし書中「これを課さない」を「この限りでない」に改め、同項を同条

第２項とする。 

第８１条第１項を次のように改める。 

軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等の所有権を留保している場

合には、買主を軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 

第８１条第２項中「３輪以上の軽自動車の取得者又は」を削り、同条第３項及び第

４項を削る。 

第８１条の３から第８１条の８までを削る。 

第８２条（見出しを含む。）、第８３条の前の見出し及び同条、第８５条（見出しを

含む。）中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第８７条の見出し中「種別割」を「軽自動車税」に改め、同条第１項中「種別割」

を「軽自動車税」に、「第３３号の４の２様式」を「第３３号の４様式」に改め、同

条第２項及び第３項中「第３３号の４の２様式」を「第３３号の４様式」に改める。 

第８８条の見出し、第８９条（見出しを含む。）並びに第９０条の見出し並びに同条

第１項、第２項、第４項及び第５項中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

第９１条第２項中「第８０条第３項但し書」を「第８０条第２項但し書」に、「種別

割」を「軽自動車税」に改め、同項後段中「種別割」を「軽自動車税」に、「第８０

条第３項但し書」を「第８０条第２項但し書」に改め、同条第７項中「種別割」を「軽

自動車税」に改める。 
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附則第７条の３の前の見出し及び同条を削る。 

附則第７条の３の２第１項中「居住年が平成１１年から平成１８年まで又は」を「同

法第４１条第１項に規定する居住年が」に、「において、前条第１項の規定の適用を

受けないときは」を「には」に、「附則第５条の４の２第５項」を「附則第５条の４

第５項」に改め、同条第２項中「附則第７条の３の２第１項」を「附則第７条の３第

１項」に改め、同条を附則第７条の３とし、同条に見出しとして「（個人の町民税の

住宅借入金等特別税額控除）」を付する。 

附則第８条第１項中「令和９年度」を「令和１２年度」に改め、同条第２項中「、

附則第７条の３の２第１項」を削る。 

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第２５項第１号イ」を「附則第１５条第

２４項第１号イ」に、「３分の２」を「２分の１」に改め、同条第４項中「附則第１

５条第２５項第１号ロ」を「附則第１５条第２４項第１号ロ」に、「３分の２」を「２

分の１」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２５項第１号ハ」を「附則第１５条

第２４項第１号ハ」に、「３分の２」を「２分の１」に改め、同条第６項中「附則第

１５条第２５項第１号ニ」を「附則第１５条第２４項第１号ニ」に、「３分の２」を

「２分の１」に改め、同条第７項中「附則第１５条第２５項第２号」を「附則第１５

条第２４項第２号」に、「７分の６」を「５分の３」に改め、同条第８項中「附則第

１５条第２５項第３号イ」を「附則第１５条第２４項第３号イ」に、「４分の３」を

「３分の２」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２５項第３号ロ」を「附則第１

５条第２４項第３号ロ」に、「４分の３」を「３分の２」に改め、同条第１０項中「附

則第１５条第２５項第３号ハ」を「附則第１５条第２４項第４号」に改め、同条第１

１項から第１３項までを削り、同条第１４項中「附則第１５条第３６項」を「附則第

１５条第３５項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１５項中「附則第１５条

第３７項」を「附則第１５条第３６項」に改め、同項を同条第１２項とし、同条中第

１６項を第１３項とし、第１７項を第１４項とし、同条に次の１項を加える。 

１５　法附則第１５条の１１第１項に規定する条例で定める割合は、３分の１とする。 

附則第１０条の３第７項中「附則第１２条第１６項」を「附則第１２条第１７項」

に改め、同条第８項中「附則第１２条第１９項」を「附則第１２条第２０項」に改め、

同条第９項第４号中「附則第１２条第２３項」を「附則第１２条第２４項」に改め、

同項第６号中「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第２５項」に改め、同条第

１０項第５号及び第１２項第５号中「附則第１２条第３１項」を「附則第１２条第３

２項」に改め、同条第１５項中「附則第１２条第１９項」を「附則第１２条第２０項」

に改め、同条第１６項中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別特定建築物」に、「高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通

省令第１１０号）第１０条第２項に規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂

等の活性化に関する法律（平成２４年法律第４９号）第２条第２項に規定する実演芸

術の公演の用に供する施設である」を「施行規則附則第７条の２第１項に規定する補

助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律（平成１８年法律第９１号）第１４条第１項に規定する建築物移動等円滑化

基準（同条第３項の条例で付加した事項を含む。）又は同法第１７条第３項第１号に

規定する同法第２条第２０号に規定する建築物特定施設の構造及び配置に関する基

準に適合する」に改め、同項第３号を次のように改める。 
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(３)　家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成

１８年政令第３７９号）第５条各号に掲げる特別特定建築物（高齢者、障害者等

の移動等の円滑化の促進に関する法律第１４条第３項の条例で定める同法第２条

第１８号に規定する特定建築物を含む。）のいずれに該当するかの別 

附則第１５条の２から第１５条の６までを削る。 

附則第１６条の見出し中「の種別割」を削り、同条第１項中「法第４４４条第３項

に規定する」を「道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による」に、「から第４

項まで」を「及び第３項」に改め、「の種別割」を削り、同条第２項中「令和４年４

月１日から令和８年３月３１日まで」を「令和７年４月１日から令和１０年３月３１

日まで」に改め、「の種別割」を削り、同条第３項中「法第４４６条第１項第３号」

を「同項」に改め、「及び次項」を削り、「令和４年４月１日」を「令和７年４月１日」

に、「当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」を「令和８年度分」

に改め、「の種別割」を削り、同条第４項を削る。 

附則第１６条の２の見出し中「の種別割」を削り、同条第１項中「の種別割」を削

り、「から第４項まで」を「又は第３項」に改め、同条第２項及び第３項中「の種別

割」を削る。 

附則第１６条の３第３項第２号、第１６条の４第３項第２号及び第１７条第３項第

２号中「、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「及び附則第７

条の３第１項」に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和８年度」を「令和１１年度」に改める。 

附則第１８条第５項第２号、第１９条第２項第２号及び第２０条第２項第２号中「、

附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」を「及び附則第７条の３第１

項」に改める。 

附則第２０条の２第２項第２号及び第５項第２号並びに第２０条の３第２項第２号

及び第５項第２号中「、第７条の３第１項及び第７条の３の２第１項」を「及び第７

条の３第１項」に改める。 

 

 

附　則 

（施行期日） 

第１条　この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条　別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の鹿追町町税条例（次条

第１項において「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和８年度

以後の年度分の固定資産税について適用し、令和７年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。 

２　令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定による改正前の地方税法

（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」という。）附則第１５条第２５項

に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、

なお従前の例による。 

３　平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に旧法附則第１５条の１１第

9



１項に規定する利便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改修実演芸術公演施

設に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条　新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、令和８年度以後の年度分の軽自動

車税について適用する。 

２　この条例の施行の日前の３輪以上の軽自動車の取得に対して課する軽自動車税の環

境性能割については、なお従前の例による。 

３　令和７年度以前の年度分の軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

（鹿追町町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条　鹿追町町税条例等の一部を改正する条例（平成２６年条例第２８号）の一部を

次のように改正する。 

附則第６条中「の種別割」を削る。 
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議案第 ２９ 号 

 

鹿追町町税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

鹿追町町税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和８年６月１１日提出 

 

　　　　　鹿追町長　喜　井　知　己 

 

　　　鹿追町町税条例の一部を改正する条例 

 

鹿追町町税条例（昭和２９年条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 

第３４条の７第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に

改める。 

第３６条の２第１項ただし書中「及び第３６条の３の３第１項」を「並びに第３６条の３の

３第１項及び第２項第４号」に改める。 

第３６条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号において同じ。）

（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項中「次条第４項」を「次条第

５項」に改める。 

第３６条の３の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、公的年金等支払

者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経由すべき同項に規定す

る公的年金等（以下この項において「公的年金等」という。）の支払者をいう。以下この条

において同じ。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定

めるところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経

由して、町長に提出しなければならない。 

(1)　所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出しなければ

ならない者 

(2)　法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを

除く。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者であって、特定配偶者（所得割

の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一に

する配偶者（合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。次号及び次項第

３号において同じ。）（退職手当等（第５３条の２に規定する退職手当等に限る。以下こ

の号において同じ。）に係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の

者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限る。）若しくは特
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定親族（退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以下である

ものに限る。）を有する者 

(3)　法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものに

限る。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者（当該年中に支払を受けるべき

当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の支払を受けるべき日の前日の現況

において令第４８条の９の７の３に定める金額に満たない者を除く。）であって、障害者、

寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶者若しくは扶養親族（年齢１６歳未満の

者又は控除対象扶養親族に限る。）若しくは特定親族（合計所得金額が８５万円以下であ

るものに限る。）を有する者 

第３６条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、同条第

４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に、「法第３１７条の３の３

第１項の規定による申告書に」を「同条第１項の規定による申告書に」に、「法第３１７条の

３の３第１項の規定による申告書を提出する」を「同条第１項の規定による申告書を提出する」

に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２　前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

(1)　公的年金等支払者の名称 

(2)　公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障害者又はその他

の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実並びに寡婦又はひとり親に該

当する場合にはその旨 

(3)　特定配偶者の氏名 

(4)　扶養親族又は特定親族の氏名 

(5)　その他施行規則で定める事項 

第６３条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあつては２００，０００円」

を削り、「１，５００，０００円」を「１，８００，０００円」に改める。 

附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

附則第７条の３の２第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令和７年」を「令

和１２年」に改める。 

附則第７条の４中「又は附則第２０条第１項」を「、附則第１９条の３第１項又は附則第２

０条第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める。 

附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第３項又は第４項

の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

附則第１７条の２第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の２第６項」に、

「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１２項」に改め、同条に次の１項を加

える。 

４　第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割の納税義務者が、

租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号までに掲げる土地等の譲渡に該当
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するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がその譲渡をした時において地すべり等

防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊によ

る災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区

域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第

５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定都市河川浸水被害対策法（平成１５

年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、

第１項又は第２項に規定する優良住宅地等のための譲渡又は確定優良住宅地等予定地のため

の譲渡に該当しないものとみなす。 

附則第１９条の２の次に次の１条を加える。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の町民税の課税の特例） 

第１９条の３　当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３８条の２第１項

に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、当該事業所得、譲渡所得及び

雑所得については、第３３条第１項及び第２項並びに第３４条の３の規定にかかわらず、他

の所得と区分し、前年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として令

附則第１８条の６の４で定めるところにより計算した金額（以下この項において「特定暗号

資産に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金

額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規定により読み替えて適用される

第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の１００分の３

に相当する金額に相当する町民税の所得割を課する。 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

(1)　第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総所得金

額、附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(2)　第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項、附則第７条第１項及び附則

第７条の３第１項の規定の適用については、第３４条の６中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第１９条の３第１項の規定による町民税の所得割の額」と、第３４条の

７第１項前段、第３４条の８、第３４条の９第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の

３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９条の３第１項の規定

による町民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第１９条の３第１項の規定による町民税の所得割の額の合計額」とする。 

(3)　第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の

金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金額若しくは附則第１９条

の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(4)　附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林

所得金額並びに附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金

額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９条の３第

１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
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附　則 

（施行期日） 

第１条　この条例は、令和９年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

(1)　第６３条の改正規定及び附則第３条の規定　令和９年４月１日 

(2)　第３４条の７第２項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定（「附則第５条の６第

２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める部分に限る。）並びに附則第９条

の２及び第１７条の２の改正規定並びに次条第４項の規定　令和１０年１月１日 

(3)　附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第１９条の２の

次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第５項の規定　金融商品取引法及び資

金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第　　　号）の施行の日の属す

る年の翌々年の１月１日 

（町民税に関する経過措置） 

第２条　この条例による改正後の鹿追町町税条例（以下「新条例」という。）第３６条の３の

３第１項及び第２項の規定は、この条例の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等につ

いて提出する同条第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公

的年金等について提出したこの条例による改正前の鹿追町町税条例第３６条の３の３第１項

の規定による申告書については、なお従前の例による。 

２　新条例附則第７条の３第１項及び第２項の規定は、町民税の所得割の納税義務者が令和８

年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以下この項に

おいて「所得税法等改正法」という。）第７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和

３２年法律第２６号）第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第１６項の規定により同

条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に規定する特例居住用家屋を含

む。）若しくは既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみな

される同条第１７項に規定する特例既存住宅及び同条第３５項の規定により同条第１項に規

定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増

改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する増改築等をした家屋と

みなされる同条第１７項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は当該

特例増改築等に係る部分に限る。）又は同条第６項に規定する認定住宅等（同条第１８項の

規定により同条第６項に規定する認定住宅等とみなされる同条第１８項に規定する特例認定

住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合につい

て適用し、町民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による改

正前の租税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０項の規定により同

条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定する特例居住用家屋を含

む。）若しくは既存住宅（同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみな
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される同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（当

該増改築等に係る部分に限る。）又は同条第１０項に規定する認定住宅等（同条第２１項の

規定により同条第１０項に規定する認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特例認

定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合につ

いては、なお従前の例による。 

３　前条第３号に掲げる規定による改正後の鹿追町町税条例附則第７条の４の規定は、同号に

掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「３号施行日」という。）の属する

年度の翌年度以後の年度分の個人の町民税について適用し、３号施行日の属する年度分まで

の個人の町民税については、なお従前の例による。 

４　新条例附則第１７条の２第４項の規定は、町民税の所得割の納税義務者が前条第２号に掲

げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第１７条の２第１項の土地等の譲渡について適用

する。 

５　新条例附則第１９条の３の規定は、３号施行日の属する年度の翌年度以後の年度分の個人

の町民税について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条　新条例第６３条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令

和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第 ３０ 号 

 

　鹿追町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

鹿追町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

　　令和８年６月１１日提出 

 

鹿追町長　喜　井　知　己 

 

　　鹿追町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

鹿追町国民健康保険税条例（平成２０年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第１項第１号中「及び」を「、」に改め、「介護納付金」という。）」の次に「及び

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の規定による子ども・子育て支援納付金（以

下この条において「子ども・子育て支援納付金」という。）」を加え、同項に次の１号を加え

る。 

(4)　子ども・子育て支援納付金課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用（道の国民健康保険に関する特別会計において負担する子ども・子育て支

援納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。）に充てるための国民健康保険税の課税

額をいう。以下同じ。） 

　第２条第２項ただし書中「６６０，０００円」を「６７０，０００円」に改め、同条第３項

中「属する」の次に「国民健康保険の」を加え、同条に次の１項を加える。 

５　第１項第４号の子ども・子育て支援納付金課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）

及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等

割額並びに世帯別平等割額の合算額に、当該世帯に属する１８歳以上被保険者（地方税法（昭

和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第７０３条の４第３０項に規定する１８歳

以上被保険者をいう。以下同じ。）につき算定した１８歳以上被保険者均等割額を加算した

額とする。ただし、加算後の額が３０，０００円を超える場合においては、子ども・子育て

支援納付金課税額は、３０，０００円とする。 

　第３条第１項中「地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）」を「法」

に、「７．８０」を「８．３０」に改める。 

　第５条第１号中「第７条の２」の次に「、第９条の６」を加える。 

　第６条中「１．９０」を「２．５０」に改める。 

　第７条の２第１号中「１２，０００円」を「１０，０００円」に改め、同条第２号中「６，

０００円」を「５，０００円」に改め、同条第３号中「９，０００円」を「７，５００円」に

改める。 
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　第８条中「１．８０」を「２．００」に改める。 

　第９条中「１２，３００円」を「１０，０００円」に改める。 

　第９条の２の次に次の４条を加える。 

（国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の所得割額） 

第９条の３　第２条第５項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に１００分の０．２９を

乗じて算定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等割額） 

第９条の４　第２条第５項の被保険者均等割額は、被保険者１人について９００円とする。 

（１８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の１８歳以上被保険者均等割

額） 

第９条の５　第２条第５項の１８歳以上被保険者均等割額は、１８歳以上被保険者１人につい

て２００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の世帯別平等割額） 

第９条の６　第２条第５項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

(1)　特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　１，０００円 

(2)　特定世帯　５００円 

(3)　特定継続世帯　７５０円 

　第１２条第２項中「次条」を「第１３条」に改める。 

　第２３条第１項中「６６０，０００円」を「６７０，０００円」に、「）並びに」を「）、」

に改め、「１７０，０００円）」の次に「並びに同条第５項本文の子ども・子育て支援納付金

課税額からキからケまでに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が３０，０００円

を超える場合には、３０，０００円）」を加え、同項第１号エ①中「８，４００円」を「７，

０００円」に改め、同号エ②中「４，２００円」を「３，５００円」に改め、同号エ③中「６，

３００円」を「５，２５０円」に改め、同号オ中「８，６１０円」を「７，０００円」に改め、

同号に次のように加える。 

キ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等割額　

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について　６３０円 

ク　１８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の１８歳以上被保険者均

等割額　１８歳以上被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について　

１４０円 

ケ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の世帯別平等割額　

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア)　特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　７００円 

(イ)　特定世帯　３５０円 

(ウ)　特定継続世帯　５２５円 
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　第２３条第１項第２号中「３０５，０００円」を「３１０，０００円」に改め、同号エ①中

「６，０００円」を「５，０００円」に改め、同号エ②中「３，０００円」を「２，５００円」

に改め、同号エ③中「４，５００円」を「３，７５０円」に改め、同号オ中「６，１５０円」

を「５，０００円」に改め、同号に次のように加える。 

キ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等割額　

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について　４５０円 

ク　１８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の１８歳以上被保険者均

等割額　１８歳以上被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について　

１００円 

ケ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の世帯別平等割額　

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア)　特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　５００円 

(イ)　特定世帯　２５０円 

(ウ)　特定継続世帯　３７５円 

　第２３条第１項第３号中「５６０，０００円」を「５７０，０００円」に改め、同号エ①中

「２，４００円」を「２，０００円」に改め、同号エ②中「１，２００円」を「１，０００円」

に改め、同号エ③中「１，８００円」を「１，５００円」に改め、同号オ中「２，４６０円」

を「２，０００円」に改め、同号に次のように加える。 

キ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等割額　

被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について　１８０円 

ク　１８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の１８歳以上被保険者均

等割額　１８歳以上被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について　

４０円 

ケ　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の世帯別平等割額　

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア)　特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯　２００円 

(イ)　特定世帯　１００円 

(ウ)　特定継続世帯　１５０円 

　第２３条第２項に次の１号を加える。 

(3)　国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等割額　

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア　前項第１号キに規定する金額を減額した世帯　１３５円 

イ　前項第２号キに規定する金額を減額した世帯　２２５円 

ウ　前項第３号キに規定する金額を減額した世帯　３６０円 

エ　アからウまでに掲げる世帯以外の世帯　４５０円 
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　第２３条第３項各号列記以外の部分中「及び」を「並びに」に改め、「被保険者均等割額」

の次に「及び１８歳以上被保険者均等割額」を加え、同項第１号中「第２４条の３０の５」を

「第２４条の３０の６」に改め、同項に次の３号を加える。 

(7)　国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の所得割額　当該

出産被保険者につき第９条の３の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該

出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(8)　国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等割

額　当該出産被保険者につき第９条の４の規定により算定した被保険者均等割額（第１項

に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）

の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗

じて得た額 

(9)　国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の１８歳以上　被

保険者均等割額　当該出産被保険者につき第９条の５の規定により算定した１８歳以上

被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減

額後の１８歳以上被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後

期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

　第２３条に次の１項を加える。 

４　国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に１８歳に達する日以後の最初の３月３１日

以前である被保険者（以下「１８歳未満被保険者」という。）がある場合における当該納税

義務者に対して課する子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等割額（当該納税義務

者の世帯に属する１８歳未満被保険者につき算定した被保険者均等割額（前３項に規定する

金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、

当該被保険者均等割額から、当該被保険者均等割額に相当する額を減額して得た額とする。 

　附則第６項、第７項及び第９項から第１２項までの規定中「第８条」の次に「、第９条の３」

を加える。 

　附則第１３項及び第１４項中「、第８条」の次に「、第９条の３」を加える。 

　附則第１５項及び第１６項中「第８条」の次に「、第９条の３」を加える。 

　　　附　則 

　（施行期日等） 

１　この条例は、公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

　（適用区分） 

２　改正後の鹿追町国民健康保険税条例の規定は、令和８年度以後の年度分の国民健康保険税

について適用し、令和７年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。
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議案第 ３１ 号 

 

　　　鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。 

 

　　令和８年６月１１日提出 

鹿追町長　喜　井　知　己　　 

　　　 

　　　鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

鹿追町家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

 

第２条第３号中「幼児にうち」を「幼児のうち」に、「又は同条第１２項第２号」を「若

しくは同条第１２項第２号」に、「行なう場合」を「行う場合又は同条第１０項第３号の

規定に基づき保育を必要とする児童であって満３歳以上のものについて保育を行う場合」

に改める。 
 

第３条第１項中「管理者を含む。（以下同じ。」を「管理者を含む。以下同じ。」に改

める。 
 

第６条第１項中「次に掲げる事項」の次に「（法第６条の３第１０項第３号に掲げる事

業（以下「満３歳以上限定小規模保育事業」という。）を行う事業者（以下「満３歳以上

限定小規模保育事業者」という。）にあっては、第１号及び第２号に掲げる事項）」を加

え、同項第３号中「家庭的保育事業者等」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者を

除く。第６項及び第７項において同じ。）」を加え、同条第７項中「２０人以上のものに

限る。）」の次に「又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を、「連携協力を

行う施設」の次に「又は事業所」を加える。 
 

第１３条を削り、同条の次に次の１条を加える。 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１３条　家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用する法第２１条

の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育

等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第

６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）

を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、
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児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性

及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確

認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じな

ければならない。 
 

第１８条第６号中「利用定員」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者にあっては、

満３歳以上の幼児の利用定員）」を加える。 
 

第２７条中「小規模保育事業B型」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）」

を、「小規模保育事業C型」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）」を加え

る。 
 

第２９条第２項第３号中「（法第６条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入れる場

合に限る。次号において同じ。）　おおむね１５人につき１人」を「　おおむね１５人に

つき１人（法第６条の３第１０項第２号又は第３号の規定に基づき受け入れる場合に限る。

次号において同じ。）」に改める。 
 

第３１条第２項第３号中「（法第６条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入れる場

合に限る。次号において同じ。）　おおむね１５人につき１人」を「　おおむね１５人に

つき１人（法第６条の３第１０項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。）」に改める。 
 

第３５条中「第６条の３第１０項」の次に「第１号」を加える。 
 

第４８条中「小規模保育事業A型」を「小規模保育事業所Ａ型」に、「と同条第１号中」

を「と、同条第１号中」に、「設置し及び管理する」を「設置及び管理する」に改め、「第

４８条において準用する」及び「と、同条第４号中「次号並びに第３３条第４号及び第５

号」とあるのは「第４８条おいて準用する次号」と読み替えるもの」を削る。 
 

附則第３条中「家庭的保育事業者等（」の次に「満３歳以上限定小規模保育事業者及び」

を加える。 

 

　　　附　則 

１　この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

(1)　児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第３条第４項及

び第６条第３項の条例で定める日　この条例の公布の日 

(2)　第１３条の改正規定　令和８年１２月２５日 
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議案第 ３２ 号 
 
　　　鹿追町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例の制定について 

 
鹿追町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

を次のとおり制定する。 
 

令和８年６月１１日提出 
鹿追町長　喜　井　知　己 

 

鹿追町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

　 

　鹿追町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

 

第１３条の次に次の１条を加える。 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１３条の２　乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において準用する法第２１

条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等

事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）

第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、

及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業務

従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環

境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に

規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。 

 

　　　附　則 

　この条例は、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のた

めの措置に関する法律（令和６年法律第６９号）の施行の日（令和８年１２月２５日）から施

行する。 
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議案第 ３３ 号 
 
　　　鹿追町立認定こども園条例の一部を改正する条例の制定について 

 
鹿追町立認定こども園条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 
令和８年６月１１日提出 

鹿追町長　喜　井　知　己 
 

 

鹿追町立認定こども園条例の一部を改正する条例 

　 

鹿追町立認定こども園条例（平成２６年条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 

第４条第２号中「町内に在住する子ども及びその保護者」を「地域の子ども及びその保護者

その他町長が適当と認める者」に改める。 

 

　　　附　則 

　この条例は、公布の日から施行する。
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議案第 ３４ 号 

 

　　　鹿追町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例の制定について 

 

鹿追町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

　　令和８年６月１１日提出 

鹿追町長　喜　井　知　己　　 

 

鹿追町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

 

鹿追町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成

２６年条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

目次中「第５１条・」を「第５１条―」に改める。 

 

第２条第６号中「小規模保育事業　」を「満３歳未満等小規模保育事業　」に、「小規模保

育事業」を「小規模保育事業（同項第３号に掲げる事業を除く。）」に改め、同号の次に次の

１号を加える。 

(6)の２　満３歳以上限定小規模保育事業　児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模

保育事業（同項第３号に掲げる事業に限る。）をいう。 

 

第２条第１１号の次に次の３号を加える。 

(11)の２　教育認定子ども　法第２７条第１項に規定する教育認定子どもをいう。 

(11)の３　満３歳以上保育認定子ども　法第２７条第１項に規定する満３歳以上保育認定子ど

もをいう。 

(11)の４　保育認定子ども　法第２９条第２項に規定する保育認定子どもをいう。 

 

第６条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども又は満３歳未満保

育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。）」に改め、同条第４項中「前２項に

規定する場合においては、特定教育・保育施設は、これらの項に規定する選考の方法」を「前

２項の特定教育・保育施設は、選考方法又は前項に規定する選考の方法」に改める。 

24



 

第７条第２項中「法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども」を「保育認定子ども」に改める。 

 

第１３条第４項第３号ア（ア）中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同号ア（イ）中「法第１９条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育

認定子ども」に改め、同号イ中「以下イ」を「以下このイ」に改め、同号イ（ア）中「法第１

９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定

子ども」に改め、同号イ（イ）中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改める。 

 

第２０条第７号中「第６条第２項及び第３項」を「第６条第２項」に、「選考の方法」を「選

考方法及び同条第３項に規定する選考の方法」に改める。 

 

第２５条中「幼稚園」を「学校教育法第１条に規定する幼稚園」に、「学校教育法」を「同

法」に改める。 

 

第３５条第１項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１９条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認

定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同号又は同条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」

と、「同号」とあるのは「同条第２号」に、「同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同条第４項第３号イ（ア）中「教

育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども」に、「同号イ（イ）中「除く」とあるのは「除

き、特別利用保育を受ける者を含む」を「同号イ（イ）中「満３歳以上保育認定子ども」とあ

るのは「満３歳以上保育認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」に改める。 

 

第３６条第１項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１９条第２号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子

ども」に、「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「子ども」の次に「の数」を加え、「同号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子どもの総数」に、
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「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

を「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子どもの総数」に、「」を「同条第１号に掲げる」

を「小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「同条第１号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」に、「同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同条第４項第３号イ（ア）

中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども」に、「同号イ（イ）中「を除く」とある

のは「及び特別利用教育を受ける者を除く」を「同号イ（イ）中「満３歳以上保育認定子ども」

とあるのは「満３歳以上保育認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」に改める。 

 

第３７条第１項中「第２８条」を「第２７条」に、「小規模保育事業B型（同条」を「小規模

保育事業Ｂ型（第２７条」に、「小規模保育事業C型（同条」を「小規模保育事業Ｃ型（第２７

条」に改め、同条第２項中「特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び当該特定地

域型保育の種類に係る特定地域型保育事業を行う事業所（以下「特定地域型保育事業所」とい

う。）ごとに、法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員（事業所内保育

事業を行う事業所にあつては、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準第４２条の規定

を踏まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもを保育するため当該事業所内保

育事業を自ら施設を設置して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所内保育事

業が、事業主団体に係るものにあつては事業主団体の構成員である事業主の雇用する労働者の

監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等（児童福祉法第６条の３第１２項第１号ハに規

定する共済組合等をいう。）に係るものにあつては共済組合等の構成員（同号ハに規定する共

済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子どもとする。）及びその他の小学校就

学前子どもごとに定める法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とす

る。）を、満１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもに区分し

て定めるものとする。」を「特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者（満３

歳以上限定小規模保育事業を行う者をいう。以下同じ。）を除く。）は、次の各号に掲げる地

域型保育事業の区分に応じ、当該地域型保育事業を行う事業所ごとに、当該各号に定める利用

定員を、満１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもとに区分し

て定めるものとする。」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1)　家庭的保育事業、満３歳未満等小規模保育事業及び居宅訪問型保育事業　法第１９条第３

号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員 

(2)　事業所内保育事業　法第４３条第３項に規定する労働者等監護満３歳未満小学校就学前

子どもに係る利用定員及びその他の法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る

利用定員 

 

第３７条に次の１項を加える。 
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３　特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、満３歳以上限定

小規模保育事業を行う事業所ごとに、法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに係

る利用定員を定めるものとする。 

 

第３９条第２項中「特定地域型保育事業者」を「特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小

規模保育事業者を除く。）」に改め、「第３号に掲げる小学校就学前子ども」の次に「の数」

を、「この章」の次に「（第４３条第１項を除く。）」を加え、同条第４項中「満３歳未満保

育認定子ども」を「保育認定子ども」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中「前項に

規定する場合においては、特定地域型保育事業者は、同項に規定する選考の方法」を「前２項

の特定地域型保育事業者は、前２項に規定する選考の方法」に改め、同項を同条第４項とし、

同条第２項の次に次の１項を加える。 

３　特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、利用の申込みに

係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利

用している満３歳以上保育認定子どもの総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、法第２０条第４

項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子どもが優先的に利用できるよう、選考する

ものとする。 

 

第４０条第２項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に、「同法第７３条

第１項」を「同法附則第７３条第１項」に改める。 

 

第４１条中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改める。 

 

第４２条第１項第１号中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改め、同項

第３号中「特定地域型保育事業者により特定地域型保育」を「特定地域型保育事業者（満３歳

以上限定小規模保育事業者を除く。第６項、第７項、第１１項及び第１２項において同じ。）

により特定地域型保育（満３歳以上限定小規模保育を除く。第６項、第７項及び第１２項にお

いて同じ。）」に、「小学校就学前子ども」を「法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子ど

も」に、「以下この号及び第６項第１号」を「第６項第１号」に改め、同条第７項中「児童福

祉法第５９条第１項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が二十人以上のものに限

る。）」の次に「又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を加え、同条中第１１項

を第１２項とし、第８項から第１０項までを１項ずつ繰り下げ、第７項の次に次の１項を加え

る。 

８　特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、第１項本文の規

定にかかわらず、連携施設の確保に当たって、同項第３号に係る連携協力を求めることを要

しない。 
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第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者に限る。）」を加え、「法第２９条第３項第２号に掲げる額）を

いう。」を「法第２９条第３項第２号に掲げる額をいう。」に改める。 

 

第４６条第７号中「第３９条第２項」の次に「及び第３項」を加える。 

 

第４７条第１項及び第２項ただし書並びに第４９条第２項中「満３歳未満保育認定子ども」

を「保育認定子ども」に改める。 

 

第５０条を次のように改める。 

（準用） 

第５０条　第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第１９

条まで及び第２３条から第３３条までの規定は、特定地域型保育事業者、特定地域型保育事

業所及び特定地域型保育について準用する。この場合において、第１１条中「教育・保育給

付認定子どもについて」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（教育認定子どもを除く。

以下この節において同じ。）について」と、第１４条第１項中「施設給付費（法第２７条第

１項の施設給付費をいう。以下」とあるのは「地域型保育給付費（法第２９条第１項の地域

型保育給付費をいう。以下この項及び第１９条において」と、「施設型給付費の」とあるの

は「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「特定教育・保育提供証明書」とあるのは「特

定地域型保育提供証明書」と、第１９条中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」

と、第２５条中「各号（幼保連携型認定こども園である特定教育・保育施設の職員であって

は、認定こども園法第２７条の２第１項各号、学校教育法第１条に規定する幼稚園である特

定教育・保育施設の職員にあっては、同法第２８条第２項において準用する認定こども園法

第２７条の２第１項各号）」とあるのは「各号」と読み替えるものとする。 

 

第５１条第１項中「特定地域型保育事業者が法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保

育事業者を除く。以下この条において同じ。）が教育認定子ども」に改め、同条第２項中「法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育

認定子ども」に、「次条第１項」を「第５２条第１項」に、「法第１９条第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改

め、同条第３項前段中「をいう。次条第３項」の次に「及び第５２条第３項」を、「第４０条

第２項」の前に「第３７条第３項、第３９条第３項及び」を加え、「次条第３項において同じ。」

を削り、「を含む。」の次に「第５２条第３項において同じ。」を加え、「規定を準用」を「規

定を適用」に改め、同項中「法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子ども」の次に「の数」

を、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども」の次に「の数」を、「以下この章」の
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次に「（第４３条第１項を除く。）」を加え、「法第１９条第１号又は第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」を「教育認定

子ども及び満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除き、第５２条第１

項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対

象となる満３歳以上保育認定子どもを含む。）」に、「同条第３号」と「教育・保育給付認定

に基づき」を「法第１９条第３号」と、「法第２０条第４項の規定による認定に基づき」に改

め、「第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子ども

に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」を加え、「法第１９条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「前各項」を「前

４項」に、「第２項から第４項まで」を「第３項」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

第５１条の２　特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。以下この条

において同じ。）が教育認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供する場合には、法第４

６条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２　特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、

当該特別利用地域型保育に係る教育認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用してい

る満３歳以上保育認定子どもの総数が、第３７条第３項の規定により定められた利用定員の

数を超えないものとする。 

３　特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提供するには、特定　

地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、そ

れぞれ含むものとして、この章（第３７条第２項、第３９条第２項及び第４０条第２項を除

き、第５０条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、

第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条までを含む。）の規定を適用する。こ

の場合において、第３９条第３項中「第１９条第２号」とあるのは「第１９条第１号」と、

「満３歳以上保育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」

と、「同号」とあるのは「法第１９条第２号」と、「法第２０条第４項の規定による認定に

基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認めら

れる満３歳以上保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを

受けた順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針

等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護

者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる教育認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」

と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前

２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号
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ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前４項」とあるのは「前

３項」とする。 

 

第５２条第１項中「特定地域型保育事業者が法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保

育事業者を除く。以下この条において同じ。）が満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第

２項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

を「満３歳以上保育認定子ども」に、「同条第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（前条第１項」を「満３歳未満保育認定子ども（第５１条第１項」に、

「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教

育認定子ども」に、「利用定員の総数」を「利用定員の数」に改め、同条第３項中「特定利用

地域型保育を」の前に「特定地域型保育には」を、「第４３条第１項中「教育・保育給付認定

保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」

を加え、「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も（特定満３歳未満」を「満３歳以上保育認定子ども（特定満３歳以上」に改め、「及び満３

歳以上保育認定子ども」の次に「（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。）」を加える。 

 

　　　附　則 

（施行期日） 

１　この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行す

る。 

（児童福祉法等の一部を改正する法律附則第３条第４項及び第６条第３項の条例で定める

日） 

２　児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第３条第４項及び第６

条第３項の条例で定める日は、この条例の公布の日とする。
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第
　

２
　

表

（
追
　
加
）

地
　

　
方

　
　

債
　

　
補

　
　

正

起
 
債
 
の
 
目
 
的

限
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額
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債
の

方
　
法
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償
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の
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又
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行

5
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％
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借
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れ
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政
府
資
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地
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公
共
団
体
金
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機
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資
金
及
び
金
融

機
関
等
に
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行
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後
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後
の
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率
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.
委
託
料

6,
11
6

11
9

56
8

15
7,
65
9

52
3

35
,8
82

6,
11
6

11
9

56
8

15
7,
65
8

80
,7
62

1,
66
3

15
7
,6
58

80
,7
62

1,
53
8

15
7
,6
58

1

52
3

80
,7
62

33
4,
94
1

6,
11
6

34
1,
05
7

18
,4
02

11
9

18
,5
21

18
,9
58

56
8

19
,5
26

1,
42
9,
91
1

24
0,
08
3
1,
66
9,
99
4

1,
39
1,
18
0

23
9,
95
8
1,
63
1,
13
8

21
,9
19

15
7,
65
9

17
9,
57
8

40
5,
64
2

52
3

40
6,
16
5

43
5,
40
2

80
,7
62

51
6,
16
4

保
健
衛
生
総
務

費
目
 1
.

保
健
指
導
費

目
 3
.

ト
リ
ム
セ
ン
タ

ー
費

目
 4
.

農
業
振
興
費

目
 2
.

畜
産
業
費

目
 4
.

環
境
保
全
セ
ン

タ
ー
費

目
 5
.

農
業
費

項
 1
.

農
林
費

款
 5
.
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環
境
保
全
セ
ン
タ
ー
堆
肥
化
施

設
屋
根
修
繕
業
務
委
託
料

環
境
保
全
セ
ン
タ
ー
瓜
幕
施
設

原
料
投
入
棟
改
修
工
事

畑
か
ん
1-
4-
4支
線
移
設
工
事

新
・
農
業
人
フ
ェ
ア
出
展
負
担

金

単
独
事
業

単
独
事
業

普
通
旅
費

負
担
金
補
助
及
び
交
付
金

営
農
指
導
対
策
協
議
会
補
助
金

4
4,
88
0

66
0

24
4

11
0

12
5

14
.
工
事
請
負
費

14
.
工
事
請
負
費

 8
.
旅
費

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

44
,8
80 66
0

24
4

11
0

12
5

66
0

35
4

12
5

12
5

30
,4
52

30
,4
52

22
,8
59

32
8,
40
6

66
0

32
9,
06
6

1,
77
5

35
4

2,
12
9

38
,7
31

12
5

38
,8
56

38
,7
31

12
5

38
,8
56

23
2,
95
5

30
,4
52

26
3,
40
7

23
2,
95
5

30
,4
52

26
3,
40
7

89
,4
20

22
,8
59

11
2,
27
9

農
業
用
水
事
業

費
目
 7
.

産
業
後
継
者
対

策
費

目
 9
.

林
業
振
興
費

目
 1
.

商
工
業
振
興
費

目
 1
.

林
業
費

項
 2
.

商
工
費

項
 1
.

商
工
費

款
 6
.

(単
位
：
千
円
)

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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十
字
街
商
店
街
駐
車
場
補
修
工

事 地
域
お
こ
し
協
力
隊
委
託
料

鹿
追
7号
線
防
雪
柵
補
修
工
事

土
地
借
上
料

単
独
事
業

鹿
追
町
く
ら
し
応
援
事
業
補
助
金

プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
発
行
事
業

負
担
金

会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

会
計
年
度
任
用
職
員
諸
手
当

修
繕
料

そ
の
他
委
託
料

単
独
事
業

74
5

4,
11
4

1,
50
0

1
6,
50
0

2,
02
3

61
8

53
5

4,
41
7

4,
40
0

74
5

13
.
使
用
料
及
び
賃

借
料

14
.
工
事
請
負
費

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

 1
.
報
酬

 3
.
職
員
手
当
等

10
.
需
用
費

12
.
委
託
料

14
.
工
事
請
負
費

4,
11
4

18
,0
00

2,
02
3

61
8

53
5

4,
41
7

4,
40
0

7,
59
3

66
1

4,
06
7

66
1

3,
73
9

66
1

3,
73
9

32
8

11
5,
67
8

7,
59
3

12
3,
27
1

47
6,
26
9

4,
72
8

48
0,
99
7

33
9,
25
8

4,
40
0

34
3,
65
8

19
0,
63
5

4,
40
0

19
5,
03
5

47
,7
61

32
8

48
,0
89

観
光
費

目
 2
.

道
路
新
設
改
良

費
目
 2
.

道
路
橋
り
ょ
う

費
項
 1
.

都
市
計
画
費

項
 3
.

土
木
費

款
 7
.
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笹
川
北
13
線
外
街
路
灯
新
設
工

事 地
域
お
こ
し
協
力
隊
委
託
料

笹
川
公
民
館
樹
木
伐
採
業
務
委

託
料

単
独
事
業

会
計
年
度
任
用
職
員
旅
費

そ
の
他
委
託
料

武
藤
孔
二
記
念
奨
学
補
助
金

国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
事
業
補
助
金

そ
の
他
委
託
料

32
8

33
8

3,
97
2

52
8

21
0

36
1

14
.
工
事
請
負
費

 8
.
旅
費

12
.
委
託
料

18
.
負
担
金
補
助
及

び
交
付
金

12
.
委
託
料

32
8

33
8

3,
97
2

73
8

36
1

32
8

73
8

4,
89
4

73
8

4,
31
0

73
8

4,
31
0

58
4

36
1

22
3

40
,7
95

32
8

41
,1
23

77
7,
20
5

5,
63
2

78
2,
83
7

42
6,
92
7

5,
04
8

43
1,
97
5

35
3,
52
8

5,
04
8

35
8,
57
6

71
,7
42

58
4

72
,3
26

33
,7
69

36
1

34
,1
30

9,
83
0

22
3

10
,0
53

公
園
緑
地
費

目
 1
.

教
育
振
興
費

目
 3
.

社
会
教
育
施
設

費
目
 2
.

神
田
日
勝
記
念

美
術
館
費

目
 4
.

教
育
総
務
費

項
 1
.

社
会
教
育
費

項
 4
.

教
育
費

款
 9
.

(単
位
：
千
円
)

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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普
通
旅
費

町
づ
く
り
基
金
利
子
等
積
立
金

環
境
保
全
セ
ン
タ
ー
基
金
利
子
等

積
立
金

町
営
牧
場
基
金
積
立
金

鹿
追
町
ふ
る
さ
と
寄
附
金
基
金
利

子
等
積
立
金

22
3

1,
00
0

1
9,
38
2

31
7

2,
10
0

22
3

 8
.
旅
費

24
.
積
立
金

22
,7
99

99
22
,7
00

99
22
,7
00

99
22
,7
00

24
2,
13
5

22
,7
99

26
4,
93
4

24
2,
13
5

22
,7
99

26
4,
93
4

24
2,
13
5

22
,7
99

26
4,
93
4

基
金
費

目
 1
.

基
金
費

項
 1
.

諸
支
出
金

款
11
.
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３
６

号

（
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
補

 
正

 
）

 
 
 
 
 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
総

 
額

 
を

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
そ

 
れ

 
ぞ

 
れ

　
　

　
 
６

９
４

，
７

１
２

 
千

 
円

 
と

 
定

 
め

 
る

 
。

 
 
 
２

　
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
補

 
正

 
の

 
款

 
項

 
の

 
区

 
分

 
及

 
び

 
当

 
該

 
区

 
分

 
ご

 
と

 
の

 
金

 
額

 
並

 
び

 
に

 
補

 
正

 
後

 
の

 
歳

 
入

 
 
 

 
 
 
 
 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
金

 
額

 
は

 
、

「
 
第

 
１

 
表

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
補

 
正

 
」

 
に

 
よ

 
る

 
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

令
 
和

 
８

 
年

 
６

 
月

 
１

１
 
日

　
提

 
出

 
 
 
 
 
 
鹿

 
追

 
町

 
長

 
 
 
喜

　
井

　
知

　
己

議
案

第

令
和

８
年

度
鹿

追
町

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

１
号

）

令
和

８
年

度
鹿

追
町

の
国

民
健

康
保

険
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

第
 
１

 
条

　
 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
予

 
算

 
の

 
総

 
額

 
に

 
歳

 
入

 
歳

 
出

 
そ

 
れ

 
ぞ

 
れ

 
追

 
加

 
ま

 
た

 
は

 
減

 
額

 
す

 
る

 
こ

 
と

 
な

 
く

 
 
、

 
歳

 
入
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歳
　
入
　
合
　
計

 1
.国
民
健
康
保
険
税

21
5,
39
9

7,
87
3

22
3,
27
2

 1
.国
民
健
康
保
険
税

21
5,
39
9

7,
87
3

22
3,
27
2

 3
.道
支
出
金

42
5,
96
8

△
2,
49
4

42
3,
47
4

 1
.道
補
助
金

42
5,
96
7

△
2,
49
4

42
3,
47
3

 5
.繰
入
金

52
,3
29

△
5,
37
9

46
,9
50

 1
.他
会
計
繰
入
金

52
,3
28

△
5,
37
9

46
,9
49

69
4,
71
2

0
69
4,
71
2

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

（
歳
　
入
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計

50
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（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

款
項

補
正
前
の
額

補
正
額

計

2
5
3
,
0
6
4

0
2
5
3
,
0
6
4

 
1
.
医
療
給
付
費
分

1
7
0
,
9
0
5

0
1
7
0
,
9
0
5

 
2
.
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
分

5
4
,
3
3
3

0
5
4
,
3
3
3

 
3
.
介
護
納
付
金
分

2
2
,
3
1
4

0
2
2
,
3
1
4

 
4
.
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
納
付
金
分

5
,
5
1
2

0
5
,
5
1
2

8
,
7
6
6

0
8
,
7
6
6

 
1
.
特
定
健
康
診
査
等
事
業
費

8
,
4
1
3

0
8
,
4
1
3

 
2
.
保
健
事
業
費

3
5
3

0
3
5
3

6
9
4
,
7
1
2

0
6
9
4
,
7
1
2

歳
　
出
　
合
　
計

 
3
.
国
民
健
康
保
険
事
業
費
納
付
金

 
5
.
保
健
事
業
費
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 1
.国
民
健
康
保
険
税

 3
.道
支
出
金

 5
.繰
入
金

歳
　
入
　
合
　
計

21
5,
39
9

7,
87
3

22
3,
27
2

42
5,
96
8

42
3,
47
4

52
,3
29

46
,9
50

69
4,
71
2

69
4,
71
2

△
2,
49
4

△
5,
37
9 0

歳
入
歳
出
補
正
予
算
事
項
別
明
細
書

（
歳
　
入
）

１
．
総
　
括

（
単
位
：
千
円
）

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

予
算
確
定
前

52
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0
25
3,
06
4

25
3,
06
4

△
2,
49
4

△
3,
40
1

5,
89
5

8,
76
6

8,
76
6

1,
97
8

69
4,
71
2

69
4,
71
2

7,
87
3

△
1,
97
8

0

△
5,
37
9

△
2,
49
4

 3
.国
民
健
康
保
険
事
業
費
納
付
金

 5
.保
健
事
業
費 歳
　
出
　
合
　
計

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

補
正
額
の
財
源
内
訳

特
定
財
源

一
般
財
源

予
算
確
定
前

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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1,
79
4

4,
19
0

1,
23
5

65
4

△
2,
49
4

△
36
2 49

医
療
給
付
費
分
現
年
課
税
分

後
期
高
齢
者
支
援
金
分
現
年
課
税
分

介
護
納
付
金
分
現
年
課
税
分

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
納
付
金
分
現
年
課
税
分

保
険
者
努
力
支
援
分

国
民
健
康
保
険
保
険
基
盤
安
定
繰
入
金
（
保
険
税
軽
減
分
）

未
就
学
児
均
等
割
保
険
税
繰
入
金

医
療
給
付
費
分
現

年
課
税
分

 1
.

1,
79
4

後
期
高
齢
者
支
援

金
分
現
年
課
税
分

 2
.

4,
19
0

介
護
納
付
金
分
現

年
課
税
分

 3
.

1,
23
5

子
ど
も
・
子
育
て
支
援

納
付
金
分
現
年
課
税
分

 4
.

65
4

特
別
交
付
金

 2
.

△
2,
49
4

保
険
基
盤
安
定
繰
入
金

　
（
保
険
税
軽
減
分
）

 1
.

△
36
2

未
就
学
児
均
等
割

保
険
税
繰
入
金

 3
.

49

21
5,
39
9

7,
87
3

22
3
,2
72

21
5,
39
9

7,
87
3

22
3
,2
72

21
5,
39
9

7,
87
3

22
3
,2
72

42
5,
96
8

2,
49
4

△
42
3
,4
74

42
5,
96
7

2,
49
4

△
42
3
,4
73

42
5,
96
7

2,
49
4

△
42
3
,4
73

52
,3
29

5,
37
9

△
46
,9
50

52
,3
28

5,
37
9

△
46
,9
49

52
,3
28

5,
37
9

△
46
,9
49

国
民
健
康
保
険
税

目
 1
.

保
険
給
付
費
等
交

付
金

目
 1
.

一
般
会
計
繰
入
金

目
 1
.

項
 1
.
国
民
健
康
保
険
税

項
 1
.
道
補
助
金

項
 1
.
他
会
計
繰
入
金

国
民
健
康
保
険
税

款
 1
.

道
支
出
金

款
 3
.

繰
入
金

款
 5
.

(単
位
：
千
円
)

２
．
歳
　
入

予
算
確
定
前

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計
款
  
項
  
目

区
　
分

説
　
　
明

節

金
　
額
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△
4,
98
5

△
81

産
前
産
後
保
険
税
繰
入
金

そ
の
他
一
般
会
計
繰
入
金

産
前
産
後
保
険
税

繰
入
金

 5
.

△
81

そ
の
他
一
般
会
計

繰
入
金

 7
.

△
4,
98
5
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2,
49
4

3,
40
1

5,
89
5

△
△

2,
31
6

2,
02
6

4,
34
2

△
△

2,
31
6

2,
02
6

4,
34
2

△
△

1
80
4

80
5

△
△

1
80
4

80
5

△
△

17
7

43
8

61
5

△
△

17
7

43
8

61
5

△
△

13
3

13
3

△

13
3

13
3

△

1,
97
8

1,
97
8

△

1,
88
7

1,
88
7

△

1,
88
7

1,
88
7

△

91
91

△

91
91

△

25
3,
06
4

0
25
3,
06
4

17
0,
90
5

0
17
0,
90
5

17
0,
90
5

0
17
0,
90
5

54
,3
33

0
54
,3
33

54
,3
33

0
54
,3
33

22
,3
14

0
22
,3
14

22
,3
14

0
22
,3
14

5,
51
2

0
5,
51
2

5,
51
2

0
5,
51
2

8,
76
6

0
8,
76
6

8,
41
3

0
8,
41
3

8,
41
3

0
8,
41
3

35
3

0
35
3

35
3

0
35
3

医
療
給
付
費
分

目
 1
.

後
期
高
齢
者
支

援
金
等
分

目
 1
.

介
護
納
付
金
分

目
 1
.

子
ど
も
・
子
育
て

支
援
納
付
金
分

目
 1
.

特
定
健
康
診
査

等
事
業
費

目
 1
.

保
健
事
業
費

目
 1
.

医
療
給
付
費
分

項
 1
.

後
期
高
齢
者
支

援
金
等
分

項
 2
.

介
護
納
付
金
分

項
 3
.

子
ど
も
・
子
育
て

支
援
納
付
金
分

項
 4
.

特
定
健
康
診
査

等
事
業
費

項
 1
.

保
健
事
業
費

項
 2
.

国
民
健
康
保
険
事

業
費
納
付
金

款
 3
.

保
健
事
業
費

款
 5
.

(単
位
：
千
円
)

３
．
歳
　
出

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

予
算
確
定
前

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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号

令
和
８
年
度
鹿
追
町
の
国
民
健
康
保
険
病
院
事
業
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

予
算
第
３
条
に
定
め
た
収
益
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
を
次
の
と
お
り
補
正
す
る
。

予
算
第
７
条
中
他
会
計
補
助
金
「
３
３
９
，
１
０
９
千
円
」
を
「
３
４
５
，
２
２
５
千
円
」
に
改
め
る
。

鹿
 
追

 
町

 
長

　
 
喜

 
 
井

 
 
知

 
 
己

議
案

第
３

７

令
和

８
年

度
鹿

追
町

国
民

健
康

保
険

病
院

事
業

会
計

補
正

予
算

（
第

１
号

）

第
１

条

第
２

条

（
科
 
 
 
 
 
 
 
 
 
目
）

（
既

決
予

定
額

）
（

補
正

予
定

額
）

（
 
 
 
 
計
 
 
 
 
）

収
入

第
１
款

病
院

事
業

収
益

６
６
４
，
６
４
５

千
円

６
，
１
１
６

千
円

６
７
０
，
７
６
１

千
円

第
２
項

医
業

外
収

益
３
５
０
，
５
６
２

千
円

６
，
１
１
６

千
円

３
５
６
，
６
７
８

千
円

支
出

第
１
款

病
院

事
業

費
用

６
６
４
，
６
４
５

千
円

６
，
１
１
６

千
円

６
７
０
，
７
６
１

千
円

第
１
項

医
業

費
用

６
６
２
，
０
８
４

千
円

６
，
１
１
６

千
円

６
６
８
，
２
０
０

千
円

第
３

条

　
　

　
令

和
 
８

 
年

 
６

 
月

 
１

１
 
日

 
 
提

 
出
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令

和
８

年
度

鹿
追

町
国

民
健

康
保

険
病

院
事

業
会

計
補

正
予

算
説

明
書

予
定

額

1
病

院
事

業
収

益
6
6
4
,
6
4
5

 
6
,
1
1
6

6
7
0
,
7
6
1

2
医

業
外

収
益

3
5
0
,
5
6
2

 
6
,
1
1
6

3
5
6
,
6
7
8

3
他

会
計

補
助

金
3
3
6
,
2
5
9

 
6
,
1
1
6

3
4
2
,
3
7
5

病
院

運
営

費
補

助
金

6
,
1
1
6

千
円
追
加

予
定

額

1
病

院
事

業
費

用
6
6
4
,
6
4
5

 
6
,
1
1
6

6
7
0
,
7
6
1

1
医

業
費

用
6
6
2
,
0
8
4

 
6
,
1
1
6

6
6
8
,
2
0
0

3
経

費
1
2
1
,
2
4
5

 
6
,
1
1
6

1
2
7
,
3
6
1

委
託
料

6
,
1
1
6

千
円
追
加

収
益
的
収
入
及
び
支
出

収
　
　
入

（
単
位
：
千
円
）

款
項

目
補

正
額

計
説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

支
　
　
出

（
単
位
：
千
円
）

款
項

目
補

正
額

計
説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明
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号

令
和
８
年
度
鹿
追
町
の
簡
易
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

鹿
 
追

 
町

 
長

　
 
喜

 
 
井

 
 
知

 
 
己

議
案

第
３

８

令
和

８
年

度
鹿

追
町

簡
易

水
道

事
業

会
計

補
正

予
算

（
第

１
号

）

第
１

条

第
２

条
予
算
第
４
条
中
本
文
括
弧
書
中
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
対
し
不
足
す
る
額
「
１
０
０
，
７
１
８
千
円
」
を

　
　
　
「
１
０
２
，
１
２
６
千
円
」
に
、
当
年
度
未
処
分
利
益
剰
余
金
「
７
８
，
９
７
８
千
円
」
を
「
８
０
，
３
８
６
千
円
」
に
改
め
、

　
　
　
資
本
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
を
次
の
と
お
り
補
正
す
る
。

（
科
 
 
 
 
 
 
 
 
 
目
）

（
既

決
予

定
額

）
（

補
正

予
定

額
）

（
 
 
 
 
計
 
 
 
 
）

支
出

第
１
款

資
本

的
支

出
２
５
０
，
７
２
６

千
円

１
，
４
０
８

千
円

２
５
２
，
１
３
４

千
円

第
１
項

建
設

改
良

費
１
３
８
，
３
２
７

千
円

１
，
４
０
８

千
円

１
３
９
，
７
３
５

千
円

第
３

条
予
算
第
１
０
条
中
本
文
中
当
年
度
利
益
剰
余
金
及
び
資
本
的
収
支
不
足
額
に
対
す
る
補
て
ん
財
源
「
７
８
，
９
７
８
千
円
」
を

　
　
　
「
８
０
，
３
８
６
千
円
」
に
、
改
め
る
。 　

　
　

令
和

 
８

 
年

 
６

 
月

 
１

１
 
日

 
 
提

 
出
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令

和
８

年
度

鹿
追

町
簡

易
水

道
事

業
会

計
補

正
予

算
説

明
書

予
定

額

1
資

本
的

支
出

2
5
0
,
7
2
6

 
1
,
4
0
8

2
5
2
,
1
3
4

1
建

設
改

良
費

1
3
8
,
3
2
7

 
1
,
4
0
8

1
3
9
,
7
3
5

1
建

設
改

良
費

1
3
8
,
3
2
7

 
1
,
4
0
8

1
3
9
,
7
3
5

配
水
管
路
新
設
工
事

1
,
4
0
8

千
円
追
加

資
本
的
収
入
及
び
支
出

支
　
　
出

（
単
位
：
千
円
）

款
項

目
補

正
額

計
説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明
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号

令
和
８
年
度
鹿
追
町
の
下
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

予
算
第
３
条
に
定
め
た
収
益
的
収
入
及
び
支
出
の
予
定
額
を
次
の
と
お
り
補
正
す
る
。

鹿
 
追

 
町

 
長

　
 
喜

 
 
井

 
 
知

 
 
己

議
案

第
３

９

令
和

８
年

度
鹿

追
町

下
水

道
事

業
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）

第
１

条

第
２

条

（
科
 
 
 
 
 
 
 
 
 
目
）

（
既

決
予

定
額

）
（

補
正

予
定

額
）

（
 
 
 
 
計
 
 
 
 
）

支
出

第
１
款

下
水

道
事

業
費

用
２
３
０
，
７
５
５

千
円

３
，
０
４
１

千
円

２
３
３
，
７
９
６

千
円

第
１
項

営
業

費
用

２
１
７
，
７
２
０

千
円

３
，
０
４
１

千
円

２
２
０
，
７
６
１

千
円

　
　

　
令

和
 
８

 
年

 
６

 
月

 
１

１
 
日

 
 
提

 
出
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令

和
８

年
度

鹿
追

町
下

水
道

事
業

会
計

補
正

予
算

説
明

書

予
定

額

1
下

水
道

事
業

費
用

2
3
0
,
7
5
5

 
3
,
0
4
1

2
3
3
,
7
9
6

1
営

業
費

用
2
1
7
,
7
2
0

 
3
,
0
4
1

2
2
0
,
7
6
1

2
処

理
場

費
4
2
,
6
6
0

 
3
,
0
4
1

4
5
,
7
0
1

旅
費

3
8

千
円
追
加

修
繕
費

3
,
0
0
3

千
円
追
加

計
3
,
0
4
1

千
円
追
加

収
益
的
収
入
及
び
支
出

支
　
　
出

（
単
位
：
千
円
）

款
項

目
補

正
額

計
説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

62



議
 
案
 
第

４
０

号

（
 
歳
 
入
 
歳
 
出
 
予
 
算
 
の
 
補
 
正
 
）

第
 
１
 
条
　
 
歳
 
入
 
歳
 
出
 
予
 
算
 
の
 
総
 
額
 
に
 
歳
 
入
 
歳
 
出
 
そ
 
れ
 
ぞ
 
れ
　

３
６

 
千
 
円
 
を
 
追
 
加
 
し
 
、
歳
 
入
 
歳
 
出
 
予
 
算

 
 
 
 
 
の
 
総
 
額
 
を
 
歳
 
入
 
歳
 
出
 
そ
 
れ
 
ぞ
 
れ

 
千
 
円
 
と
 
定
 
め
 
る
 
。

 
 
 
２
　
 
歳
 
入
 
歳
 
出
 
予
 
算
 
の
 
補
 
正
 
の
 
款
 
項
 
の
 
区
 
分
 
及
 
び
 
当
 
該
 
区
 
分
 
ご
 
と
 
の
 
金
 
額
 
並
 
び
 
に
 
補
 
正
 
後
 
の
 
歳
 
入

 
 
 
 
 
歳
 
出
 
予
 
算
 
の
 
金
 
額
 
は
 
、
「
 
第
 
１
 
表
 
歳
 
入
 
歳
 
出
 
予
 
算
 
補
 
正
 
」
 
に
 
よ
 
る
 
。

 
 
 
 
 
令

 
和

 
８

 
年

 
６

 
月

 
１

１
 
日

　
提

 
出

 
 
 
 
 
 
鹿

 
追

 
町

 
長

 
 
 
喜

　
井

　
知

　
己

令
和

８
年

度
鹿

追
町

介
護

保
険

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

１
号

）

令
和

８
年

度
鹿

追
町

の
介

護
保

険
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
１

号
）

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

５
７
２
，
１
２
６
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歳
　
入
　
合
　
計

 1
.介
護
保
険
料

12
1,
45
8

17
12
1,
47
5

 1
.介
護
保
険
料

12
1,
45
8

17
12
1,
47
5

 4
.支
払
基
金
交
付
金

14
6,
57
6

19
14
6,
59
5

 1
.支
払
基
金
交
付
金

14
6,
57
6

19
14
6,
59
5

57
2,
09
0

36
57
2,
12
6

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

（
歳
　
入
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計
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歳
　
出
　
合
　
計

 6
.諸
支
出
金

4,
26
4

36
4,
30
0

 2
.繰
出
金

4,
21
2

36
4,
24
8

57
2,
09
0

36
57
2,
12
6

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

予
算
確
定
前

項
款

補
正
前
の
額

補
正
額

計
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 1
.介
護
保
険
料

 4
.支
払
基
金
交
付
金

歳
　
入
　
合
　
計

12
1,
45
8

17
12
1,
47
5

14
6,
57
6

14
6,
59
5

57
2,
09
0

57
2,
12
6

19 36

歳
入
歳
出
補
正
予
算
事
項
別
明
細
書

（
歳
　
入
）

１
．
総
　
括

（
単
位
：
千
円
）

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

予
算
確
定
前

66
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36
4,
26
4

4,
30
0

19
17

57
2,
09
0

57
2,
12
6

17
19

36

 6
.諸
支
出
金

歳
　
出
　
合
　
計

（
歳
　
出
）

（
単
位
：
千
円
）

補
正
額
の
財
源
内
訳

特
定
財
源

一
般
財
源

予
算
確
定
前

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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17 19

現
年
度
分

法
定
負
担
金

現
年
度
分

 1
.

17

現
年
度
分

 1
.

19

12
1,
45
8

17
12
1
,4
75

12
1,
45
8

17
12
1
,4
75

12
1,
45
8

17
12
1
,4
75

14
6,
57
6

19
14
6
,5
95

14
6,
57
6

19
14
6
,5
95

2,
55
7

19
2
,5
76

第
１
号
被
保
険
者

保
険
料

目
 1
.

地
域
支
援
事
業
交

付
金

目
 2
.

項
 1
.
介
護
保
険
料

項
 1
.
支
払
基
金
交
付
金

介
護
保
険
料

款
 1
.

支
払
基
金
交
付
金

款
 4
.

(単
位
：
千
円
)

２
．
歳
　
入

予
算
確
定
前

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計
款
  
項
  
目

区
　
分

説
　
　
明

節

金
　
額
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介
護
保
険
特
別
会
計
繰
出
金

3
6

27
.
繰
出
金

36

19
17

19
17

19
17

4,
26
4

36
4,
30
0

4,
21
2

36
4,
24
8

4,
21
2

36
4,
24
8

他
会
計
繰
出
金

目
 1
.

繰
出
金

項
 2
.

諸
支
出
金

款
 6
.

(単
位
：
千
円
)

３
．
歳
　
出

款
  
項
  
目

補
正
前
の
額

補
正
額

説
　
　
明

計
補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

特
　
定
　
財
　
源

一
般
財
源

節

区
　
分

金
　
額

予
算
確
定
前

国
道
支
出
金

地
方
債

そ
の
他
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議案第 ４１ 号 

 

　　　瓜幕エリア自然体験留学センター新築建築主体工事請負契約について 

 

　下記のとおり契約を締結したいので、地方自治法第９６条第１項第５号及び

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により、議会の議決を求める。 

 

　令和８年６月１１日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿追町長　喜　井　知　己　　 

 

記 

 

１　契 約 の 目 的　　瓜幕エリア自然体験留学センター新築建築主体工事 

 

２　契 約 の 方 法　　指名競争入札 

 

３　契　約　金　額　　１９９，６５０，０００円 

 

４　契約の相手方　　萩原・窪田経常建設共同企業体 

　　　　　　　　　　　代表者　帯広市東７条南８丁目２番地 

　　　　　　　　　　　　　　　萩原建設工業株式会社 

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長 萩原 一利 
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議案第 ４２ 号 

 

　　　瓜幕エリア自然体験留学センター新築電気設備工事請負契約について 

 

　下記のとおり契約を締結したいので、地方自治法第９６条第１項第５号及び

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により、議会の議決を求める。 

 

　令和８年６月１１日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿追町長　喜　井　知　己　　 

 

記 

 

１　契 約 の 目 的　　瓜幕エリア自然体験留学センター新築電気設備工事 

 

２　契 約 の 方 法　　指名競争入札 

 

３　契　約　金　額　　８４，７５５，０００円 

 

４　契約の相手方　　谷・菅原経常建設共同企業体 

　　　　　　　　　　　代表者　鹿追町栄町２丁目８番地 

　　　　　　　　　　　　　　　有限会社谷電気商会 

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役 渋谷 祐司 
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議案第 ４３ 号 

 

　　　瓜幕エリア自然体験留学センター新築機械設備工事請負契約について 

 

　下記のとおり契約を締結したいので、地方自治法第９６条第１項第５号及び

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により、議会の議決を求める。 

 

　令和８年６月１１日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿追町長　喜　井　知　己　　 

 

記 

 

１　契 約 の 目 的　　瓜幕エリア自然体験留学センター新築機械設備工事 

 

２　契 約 の 方 法　　指名競争入札 

 

３　契　約　金　額　　５３，９５５，０００円 

 

４　契約の相手方　　森・志賀経常建設共同企業体 

　　　　　　　　　　　代表者　帯広市西１９条北１丁目１番１号 

　　　　　　　　　　　　　　　森設備工業株式会社 

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役 西田 典功 
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議案第 ４４ 号 

 

　　　鹿追中学校バリアフリー化改修工事（建築主体工事）請負契約について 

 

　下記のとおり契約を締結したいので、地方自治法第９６条第１項第５号及び

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定

により、議会の議決を求める。 

 

　令和８年６月１１日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鹿追町長　喜　井　知　己　　 

 

記 

 

１　契 約 の 目 的　　鹿追中学校バリアフリー化改修工事（建築主体工事） 

 

２　契 約 の 方 法　　指名競争入札 

 

３　契　約　金　額　　１０６，９２０，０００円 

 

４　契約の相手方　　藤原・千葉組経常建設共同企業体 

　　　　　　　　　　　代表者　中川郡幕別町旭町９１番地 

　　　　　　　　　　　　　　　藤原工業株式会社 

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役 藤原 將智 
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議案第 ４５ 号 
 

財産の取得について 
 
　下記のとおり財産を取得したいので、地方自治法第９６条第１項第８号及び

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定

により、議会の議決を求める。 
 

令和８年６月１１日提出 
鹿追町長　喜　井　知　己　　 

 

記 

 
１　取得財産の表示　　患者輸送バス兼スクールバス購入一式 
 
２　契 約 の 方 法　　指名競争入札 
 
３　契 約 金 額　　１２，３０９，０００円 
 
４　契約の相手方　　鹿追町西町４丁目１番地 
 有限会社日吉鐵工車輛 
 代表取締役　日吉　秀典
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議案第 ４６ 号 
 

財産の取得について 
 
　下記のとおり財産を取得したいので、地方自治法第９６条第１項第８号及び

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定

により、議会の議決を求める。 
 

令和８年６月１１日提出 
鹿追町長　喜　井　知　己　　 

 

記 

 
１　取得財産の表示　　スクールバス購入一式 
 
２　契 約 の 方 法　　指名競争入札 
 
３　契 約 金 額　　１２，２５４，０００円 
 
４　契約の相手方　　鹿追町西町３丁目１０番地３３ 
 有限会社佐々木自動車 
 代表取締役　佐々木 恭兵
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同意第 １ 号 

 

　　　鹿追町農業委員会委員の任命について 

 

次の者を鹿追町農業委員会の委員に任命したいので、農業委員会委員等に関す

る法律第8条第 1項の規定により、議会の同意を求める。 

 

記 

 
氏　名 上　嶋　　茂 

住　所  

　　　　　　 

 

氏　名 郡　谷　政　典 

住　所  

 

 

氏　名 松　浦　　修 

住　所  

 

 

氏　名 島　　かおる 

住　所  

 

 

氏　名 藤　井　史　織 

住　所  

 

 

氏　名 大　上　俊　行 

住　所  

 

 

氏　名 金　子　幸　一 

住　所  
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氏　名 加　藤　元　幸 

住　所  

 

 

 

氏　名 坂　本　慎　一 

住　所  

 

 

氏　名 植　田　雅　敏 

住　所  

 

 

氏　名 那賀島　　穫 

住　所  

 

 

氏　名 台　蔵　　誠 

住　所  

 

 

氏　名 最　上　繁　人 

住　所  

 

 

令和８年６月１１日提出 

 

鹿追町長　喜　井　知　己 

 

提案理由 

　鹿追町農業委員会委員の任期が令和８年７月１９日で満了になることによる。
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同意第 ２ 号 

 

　　鹿追町固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 

　次の者を鹿追町固定資産評価審査委員会の委員に選任したいので、地方税

法第４２３条第３項の規定によって、議会の同意を求める。 

 

記 

 

　住　所　　　あああああああああああ 

　氏　名　　　馬　場　厚　子 

　　　　　　　ああああああああああ 

 

令和８年６月１１日提出 

 

鹿追町長　喜　井　知　己 

 

　 

　提案理由 

　　鹿追町固定資産評価審査委員会委員 小林みどり 氏の任期が、令和８年

６月２９日で満了になることによる。 
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